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(57)【要約】
　
【課題】発光効率をより向上させることができ、安定性
に優れ、また、ウエットプロセスにより成膜することが
できる燐光性有機薄膜材料を有する有機ＥＬ素子を提供
することを目的とする。
【解決手段】一対の対向する電極２０、８０と、前記電
極２０、８０の間に配置される単層又は多層の有機薄膜
層１００を有し、前記有機薄膜層１００のうち少なくと
も一層が発光層４０である有機ＥＬ素子において、前記
発光層４０がホスト化合物とゲスト化合物とを少なくと
も含有して構成され、前記ホスト化合物が、正孔輸送材
料からなる第一ホスト化合物と、燐光性の金属錯体から
なる第二ホスト化合物の少なくとも２種のホスト化合物
とを含み、前記ゲスト化合物が、少なくとも１種の燐光
性の発光材料を含むことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の対向する電極と、前記電極の間に配置される単層又は多層の有機薄膜層を有し、
前記有機薄膜層のうち少なくとも一層が発光層である有機ＥＬ素子において、
　前記発光層がホスト化合物とゲスト化合物とを少なくとも含有して構成され、
　前記ホスト化合物が、正孔輸送材料からなる第一ホスト化合物と、燐光性の金属錯体か
らなる第二ホスト化合物の少なくとも２種のホスト化合物とを含み、
　前記ゲスト化合物が、少なくとも１種の燐光性の発光材料を含むことを特徴とする有機
ＥＬ素子。
【請求項２】
　前記第一ホスト化合物の三重項エネルギー準位が前記ゲスト化合物の三重項エネルギー
準位よりも高く、かつ前記第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位が前記ゲスト化合物
の三重項エネルギー準位よりも高いことを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項３】
　前記第一ホスト化合物の三重項エネルギー準位が前記第二ホスト化合物の三重項エネル
ギー準位と同じないしは高いことを特徴とする請求項１又は請求項２のいずれか１項に記
載の有機ＥＬ素子。
【請求項４】
　前記第一ホスト化合物が、下記一般式（１）で示されるトリフェニルアミン骨格を有す
るものであることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【化１】

　式中、ｎ１～ｎ３は１～３の整数を表し、Ａｒ１～Ａｒ３は、それぞれ独立して、水素
原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ１～Ａｒ３が置換しているベンゼン環と縮
合して芳香環を形成しても良い。
【請求項５】
　前記第一ホスト化合物が、下記一般式（１）－（ａ）で表せるものであることを特徴と
する請求項１～４のいずれか１項に記載のＥＬ素子。

【化２】

　式中、ｎ４、ｎ５は、１～４の整数を表し、Ａｒ４～Ａｒ９は、それぞれ独立して、水
素原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ４～Ａｒ９が置換しているベンゼン環と
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【請求項６】
　前記第一ホスト化合物が、下記一般式（１）－（ｂ）で表せるものであることを特徴と
する請求項１～４のいずれか１項に記載のＥＬ素子。
【化３】

　式中、ｎ６、ｎ７は１～４の整数を表し、Ａｒ１０～Ａｒ１５は、それぞれ独立して、
水素原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ１０～Ａｒ１５が置換しているベンゼ
ン環と縮合して芳香環を形成しても良い。また、Ｘは、２価の原子又は原子団；直鎖又は
分岐もしくは環状のアルキレン基；又はアリール基を表す。
【請求項７】
　前記第一ホスト化合物が、下記一般式（１）－（ｃ）で表せるものであることを特徴と
する請求項１～４のいずれか１項に記載のＥＬ素子。
【化４】

　式中、Ａｒ１６～Ａｒ２４は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基
を表すか、Ａｒ１６～Ａｒ２４が置換しているベンゼン環と縮合して芳香環を形成しても
良い。また、Ｙは、３価の原子又は原子団；直鎖又は分岐もしくは環状のアルカントリイ
ル基；又はアレーントリイル基を表す。
【請求項８】
　前記第一ホスト化合物が、下記一般式（１）－（ｄ）で表せるものであることを特徴と
する請求項１～４のいずれか１項に記載のＥＬ素子。
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【化５】

　式中、Ａｒ２５～Ａｒ３３は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基
を表すか、Ａｒ２５～Ａｒ３３が置換しているベンゼン環と縮合して芳香環を形成しても
良い。
【請求項９】
　前記第二ホスト化合物が、下記一般式（２）で示されるイリジウム錯体であることを特
徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。

【化６】

　式中、Ｒ１～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基、ハロゲ
ン原子を表すか、Ｒ１～Ｒ７が置換しているベンゼン環又はピリジン環と縮合して芳香環
を形成しても良い。
【請求項１０】
　前記ゲスト化合物が、白金あるいはイリジウム原子を有する燐光性の発光材料であるこ
とを特徴とする請求項１～９のいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１１】
　前記発光層中における前記第一ホスト化合物と前記第二ホスト化合物との質量比（第一
ホスト化合物／第二ホスト化合物）が、１０／９０～９０／１０であることを特徴とする
請求項１～１０のいずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【請求項１２】
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　前記発光層が、ウエットプロセスにより成膜されることを特徴とする請求項１～１１の
いずれか１項に記載の有機ＥＬ素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高効率な燐光を発する有機ＥＬ素子に関するものであり、表示素子、ディス
プレイ、バックライト、電子写真、照明光源、露光光源、標識、看板、インテリアの分野
に好適に使用できる発光素子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ素子は、無機材料からなる発光ダイオードデバイスと同じ発光原理であり、電
界を印加し、電子およびホールを注入し、それらを再結合させることにより、電界発光さ
せる自発光型デバイスである。発光材料として有機薄膜を用いるため、低電圧で高輝度・
高効率の発光をさせることができるので、有望な次世代表示素子として期待されている。
　近年、有機ＥＬ素子の作製技術が飛躍的に進歩し、小型の有機ＥＬディスプレイが既に
実用化されたが、大型の有機ＥＬディスプレイの実用化への観点からは、より一層の低電
圧化が求められ、より一層の発光効率の向上も求められていた。
【０００３】
　有機ＥＬ素子における発光効率は、様々な要因によって決定されるが、主たる要因の一
つが励起子の生成確率である。励起子の生成確率が高ければ、当該励起子が失活して放射
するエネルギーも大きくなり、発光効率が高まることとなる。前記励起子は、電子と正孔
とが再結合することにより生じ、一重項励起子と三重項励起子とに分けることができる。
また、前記一重項励起子のエネルギー失活過程による発光が蛍光発光、前記三重項励起子
のエネルギー失活過程による発光が、燐光発光として規定されている。前記一重項励起子
と前記三重項励起子は、それぞれ１：３の割合で生成すると考えられているので、前記三
重項励起子からのエネルギー失活過程による発光である燐光発光を利用できれば、発光効
率を向上させることができると考えられていた。
【０００４】
　従来、有機ＥＬ素子は、発光層に蛍光材料を用いており、一重項励起子からの蛍光を有
機ＥＬ素子の光として取り出していた。前記考察に基づき、発光効率を向上させるため、
燐光性有機材料を用いて有機ＥＬ素子を製造する試みがなされたが、発光効率を向上させ
ることはできなかった。従来の発光材料においては、生成した三重項励起子は、その寿命
が長いため、エネルギー失活過程において、放射失活よりも無輻射の熱失活が優先的に起
こり、発光を効率的に行うことはできなかったためである。
【０００５】
　しかしながら、非特許文献１、２および特許文献１において開示されたように、プリン
ストン大学のバルドーらは、燐光性有機材料を発光層とした有機ＥＬ素子について開示し
、発光効率を向上させることができることを示した。前記燐光性有機材料として、トリス
－（２－フェニルピリジン）イリジウムのような、白金やイリジウムなどの遷移金属を有
する有機金属錯体を発光材料として用いることにより、三重項励起子を安定的に当該発光
材料にトラップさせることができ、そこから熱失活させることなく放射失活させることに
より、従来の蛍光材料を発光層とした有機ＥＬ素子に比較して、高い発光効率とすること
ができた。
【０００６】
　以来、燐光材料を用いた有機ＥＬ素子の研究が活発に行われることとなり、たとえば、
特許文献２においては、特定の部分構造を有するＩｒ錯体からなる燐光発光材料を用いた
有機ＥＬ素子について開示されている。このように、燐光性有機材料を用いた有機ＥＬ素
子が、次世代表示素子の実用化に向けて期待され始めた。
　しかしながら、前記燐光性有機材料を有する有機ＥＬ素子においては、依然として、発
光効率改善、駆動電圧の低減、色純度の向上など多くの点で未解決な課題が残っており、
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特に、発光効率の改善が求められていた。
　また、将来の大画面、高精細ディスプレイを考えると、スピンコート法、インクジェッ
ト法および印刷法などのウエットプロセスが有利となると考えられるので、ウエットプロ
セスで成膜できる有機薄膜材料の開発が求められていた。
【特許文献１】特表２００３－５２６８７６号公報
【特許文献２】特開２００５－２７６７９９号公報
【非特許文献１】エム・エー・バルドーら（Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．），ネイ
チャー（Ｎａｔｕｒｅ），３９５，１５１（１９９８）
【非特許文献２】エム・エー・バルドーら（Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．），アプ
ライド・フィジックス・レターズ（Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．），１７５，４（１
９９９）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記事情を鑑みてなされたもので、発光効率をより向上させることができ、
安定性に優れ、また、ウエットプロセスにより成膜することができる燐光性有機薄膜材料
を有する有機ＥＬ素子を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　発光層が、ホスト材料と燐光発光性のゲスト材料との混合体により構成される場合、ゲ
ストの三重項励起子からの燐光発光に至るまでの過程は以下のように考えられる。
　１．　　　　発光層への正孔・電子の注入
　２．　　　　正孔・電子の再結合による、ホストの励起子生成（一重項および三重項）
　３．　　　　ホストからゲストへの励起エネルギーの移動（一重項および三重項）
　４．　　　　ゲストの三重項励起子生成
　５．　　　　ゲストの三重項励起子の失活に伴う燐光放出
【０００９】
　各々の過程におけるエネルギー移動、発光は、これらを阻害する様々な失活過程との競
争で起こっている。有機ＥＬ素子の発光効率を高めるためには、発光量子効率の高い発光
材料をゲスト材料に用いることが必須となる。そして、このゲスト材料を効率よく発光さ
せるためには、発光層中でゲスト材料の周りを取り巻くホスト材料の選択も極めて重要で
ある。すなわち、ホスト材料からゲスト材料への励起エネルギーの移動が効率よく行われ
、ゲスト材料へ移ったエネルギーが再びホスト材料へ逆戻りすることのないように、適切
なホスト材料を選択することが重要である。さらに、有機ＥＬ素子の耐久性の観点から、
ホスト材料には高い膜安定性が求められる。さらに、ウエットプロセスにより、発光層の
成膜が可能な有機ＥＬ素子の実現のためには、有機溶媒に対する溶解性およびウエットプ
ロセスでの優れた成膜性をも求められる。
【００１０】
　本発明者らは、高効率発光が得られ、安定性に優れ、ウエットプロセスにより発光層の
成膜が可能な有機ＥＬ素子を実現すべく、鋭意検討を重ねた結果、対向した電極間に３成
分以上の材料で構成された発光層をウエットプロセスにより成膜した有機ＥＬ素子におい
て、該発光層の第一ホスト材料（第一主構成材料）としてトリフェニルアミン骨格を有す
る正孔輸送性材料を、第二ホスト材料（第二主構成材料）としてイリジウム錯体などの燐
光発光性の金属錯体を、さらにゲスト材料（副構成材料）として燐光発光性の発光材料を
用いることにより、極めて高効率で安定性に優れる有機ＥＬ素子が得られることを見出し
、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　上記の目的を達成するために、本発明は以下の構成を採用した。すなわち、
　本発明の有機ＥＬ素子は、一対の対向する電極と、前記電極の間に配置される単層又は
多層の有機薄膜層を有し、前記有機薄膜層のうち少なくとも一層が発光層である有機ＥＬ
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素子において、前記発光層がホスト化合物とゲスト化合物とを少なくとも含有して構成さ
れ、前記ホスト化合物が、正孔輸送材料からなる第一ホスト化合物と、燐光性の金属錯体
からなる第二ホスト化合物の少なくとも２種のホスト化合物とを含み、前記ゲスト化合物
が、少なくとも１種の燐光性の発光材料を含むことを特徴とする。
【００１２】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物の
三重項エネルギー準位が前記ゲスト化合物の三重項エネルギー準位よりも高く、かつ前記
第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位が前記ゲスト化合物の三重項エネルギー準位よ
りも高いことが好ましい。
【００１３】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物の
三重項エネルギー準位が前記第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位と同じないしは高
いことが好ましい。
【００１４】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物が
、下記一般式（１）で示されるトリフェニルアミン骨格を有するものであることが好まし
い。
【化１】

　式中、ｎ１～ｎ３は１～３の整数を表し、Ａｒ１～Ａｒ３は、それぞれ独立して、水素
原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ１～Ａｒ３が置換しているベンゼン環と縮
合して芳香環を形成しても良い。
【００１５】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物が
、下記一般式（１）－（ａ）で表せるものであることが好ましい。
【化２】

　式中、ｎ４、ｎ５は、１～４の整数を表し、Ａｒ４～Ａｒ９は、それぞれ独立して、水
素原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ４～Ａｒ９が置換しているベンゼン環と
縮合して芳香環を形成しても良い。
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　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物が
、下記一般式（１）－（ｂ）で表せるものであることが好ましい。
【化３】

　式中、ｎ６、ｎ７は１～４の整数を表し、Ａｒ１０～Ａｒ１５は、それぞれ独立して、
水素原子、アルキル基、アリール基を表すか、Ａｒ１０～Ａｒ１５が置換しているベンゼ
ン環と縮合して芳香環を形成しても良い。また、Ｘは、２価の原子又は原子団；直鎖又は
分岐もしくは環状のアルキレン基；又はアリール基を表す。
【００１７】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物が
、下記一般式（１）－（ｃ）で表せるものであることが好ましい。
【化４】

　式中、Ａｒ１６～Ａｒ２４は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基
を表すか、Ａｒ１６～Ａｒ２４が置換しているベンゼン環と縮合して芳香環を形成しても
良い。また、Ｙは、３価の原子又は原子団；直鎖又は分岐もしくは環状のアルカントリイ
ル基；又はアレーントリイル基を表す。
【００１８】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第一ホスト化合物が
、下記一般式（１）－（ｄ）で表せるものであることが好ましい。
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【化５】

　式中、Ａｒ２５～Ａｒ３３は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基
を表すか、Ａｒ２５～Ａｒ３３が置換しているベンゼン環と縮合して芳香環を形成しても
良い。
【００１９】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記第二ホスト化合物が
、下記一般式（２）で示されるイリジウム錯体であることが好ましい。

【化６】

　式中、Ｒ１～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、アリール基、ハロゲ
ン原子を表すか、Ｒ１～Ｒ７が置換しているベンゼン環又はピリジン環と縮合して芳香環
を形成しても良い。
【００２０】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記ゲスト化合物が、白
金あるいはイリジウム原子を有する燐光性の発光材料であることが好ましい。
【００２１】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記発光層中における前
記第一ホスト化合物と前記第二ホスト化合物との質量比（第一ホスト化合物／第二ホスト
化合物）が、１０／９０～９０／１０であることが好ましい。
【００２２】
　本発明の有機ＥＬ素子は、上記規定の有機ＥＬ素子であって、前記発光層が、ウエット
プロセスにより成膜されることが好ましい。
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【発明の効果】
【００２３】
　上記の構成によれば、発光効率をより向上させることができ、耐久性に優れ、また、ウ
エットプロセスにより成膜することができる燐光性有機薄膜材料を有する有機ＥＬ素子を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施形態である有機ＥＬ素子の一例について説明する。
　図１は、本発明の実施形態である有機ＥＬ素子の一例を説明する断面模式図である。図
１に示す有機ＥＬ素子は、基板１０上に、陽極２０が形成され、さらに、正孔注入層３０
、発光層４０、正孔阻止層５０、および電子輸送層６０からなる有機薄膜層１００が形成
され、更に、陰極７０が積層されて構成されている。前記有機ＥＬ素子を取り囲んで、ガ
ラス封止管８０と基板１０とが、ＵＶ硬化樹脂９０により接着されている。
【００２５】
（基板）
　前記基板１０は、透明な材料で、空気、水分などを遮断する特性に優れた材料を用いる
ことができる。ガラス、石英などの無機材料に限らず、プラスチックフィルムなどの有機
材料も用いることができる。
【００２６】
　前記基板１０としてプラスチックフィルムなどの有機材料も用いる場合には、ガスバリ
ア層を設けることが好ましい。
　前記ガスバリア層とは、空気、水分などを遮断する効果を有する薄膜層のことであり、
ＣＶＤ法あるいは高周波スパッタリング法などにより、ＳｉＯ２あるいはＳｉＮなどを複
数層成膜することにより形成される。さらに、前記基板１０には、ハ－ドコ－ト層などを
設けてもかまわない。
【００２７】
（陽極）
　前記陽極２０は、導電性の高く、仕事関数の大きい材料が好ましい。仕事関数は、少な
くとも４．０ｅＶ以上であることが好ましい。有機ＥＬ素子として、発光を陽極側から取
り出す場合には、前記陽極２０は、透明な材料であることが好ましい。一般的には、イン
ジウム－錫－酸化物（以下、ＩＴＯ）あるいはインジウム－亜鉛－酸化物（以下、ＩＺＯ
）などの導電性透明酸化物が用いられる。
【００２８】
（正孔注入層）
　前記正孔注入層３０は、正孔注入能の高い有機材料から構成される。また、電界を印加
することにより、陽極２０から正孔を正孔注入層３０内に高効率で取り込み、正孔注入層
３０内から発光層４０に正孔を高効率に注入することができる材料である。電界を印加し
ても、有機薄膜として安定に存在することのできる有機材料が好ましく、たとえば、ＰＥ
ＤＯＴ／ＰＳＳ混合材料のようなポリエチレンジオキシチオフェンとポリスチレンスルホ
ネ―トの混合物、ポリアニリン、ポリチオフェンなどの導電性高分子材料などを使用する
ことができる。
【００２９】
　前記ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ混合材料を用いる場合には、スピンコート法を利用することが
できる。
　たとえば、まず、所定量のＰＥＤＯＴ／ＰＳＳを有機溶媒に含有させ、正孔注入層用溶
液を調整する。次に、スピンコーターの所定の位置に、前記基板１０をセットし、所定の
回転速度とした後、前記正孔注入層用溶液を塗布する。それを１８０℃のチャンバーに導
入し、乾燥工程を行い、有機溶媒を除去することにより、所定の膜厚の正孔注入層３０を
形成する。
【００３０】
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　前記有機溶媒としては、極性溶媒が好ましく、Ｎ、Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ
―ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、エチレ
ングリコール、ジエチレングリコール、グリセリンなどを挙げることができる。
【００３１】
　前記正孔注入層３０の膜厚は、１ｎｍ～５μｍとすることが好ましく、１０ｎｍ～１μ
ｍがより好ましく、２０ｎｍ～２００ｎｍがさらに好ましい。
　前記正孔注入層３０の膜厚が１ｎｍ未満の場合には、前記正孔輸送層３０は、アイラン
ド構造となり、層としての形を成さないので、有機ＥＬ素子として機能させることができ
なくなる。逆に、前記正孔注入層３０の膜厚が５μｍ超の場合には、膜厚が厚いので、発
光に必要な電圧が高くなりすぎ、発光効率が低下する。さらに、短絡し、素子破壊を生ず
る場合がある。
【００３２】
（発光層）
　前記発光層４０は、３成分以上の有機材料、すなわち、正孔輸送材料からなる第一ホス
ト化合物と、燐光性の金属錯体からなる第二ホスト化合物と、燐光性の発光材料からなる
ゲスト化合物とを含み構成される。
　前記発光層４０の構成成分として、３成分以上の有機材料を用いることにより、電子、
正孔を発光層４０内に蓄積させ、電子および正孔の再結合により生成される励起子の発生
確率を高めることができる。また、生じた励起子をゲスト化合物の三重項エネルギー準位
に安定して保持させることができる。その結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させるこ
とができる。
【００３３】
　前記発光層４０の膜厚は、１ｎｍ～５μｍとすることが好ましく、１０ｎｍ～１μｍが
より好ましく、２０ｎｍ～２００ｎｍがさらに好ましい。
　前記発光層４０の膜厚が１ｎｍ未満の場合には、前記発光層４０は、アイランド構造と
なり、層としての形を成さないので、有機ＥＬ素子として機能させることができなくなる
。　逆に、前記発光層４０の膜厚が５μｍ超の場合には、膜厚が厚いので、発光に必要な
電圧が高くなりすぎ、発光効率が低下する。さらに、短絡し、素子破壊を生ずる場合があ
る。
【００３４】
（第一ホスト化合物）
　前記第一ホスト化合物は、発光層４０の主成分となる正孔輸送材料であり、前記発光層
４０の中で三重項エネルギー準位の最も高い材料である。
　前記第一ホスト化合物としては、下記一般式（１）で示されるトリフェニルアミン骨格
を有するものが好ましい。
【００３５】
【化７】

　式中、ｎ１～ｎ３は１～３の整数を表し、Ａｒ１～Ａｒ３としては、水素原子；メチル
基、エチル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基等の炭素数１～４のアルキル基；フェニル
基、トリル基、キシリル基、メシチル基、ｔ－ブチルフェニル基、ビフェニル基等のアリ
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ール基等が挙げられる。また、Ａｒ１～Ａｒ３が置換しているベンゼン環と縮合して形成
する芳香環としては、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレン環等が挙げられる
。
【００３６】
　特に、前記第一ホスト化合物が、前記一般式（１）に示すようなトリフェニルアミン骨
格を有する正孔輸送材料のうち、下記一般式（１）－（ａ）で表せるようなトリフェニル
アミンが２個連結した構造を有する正孔輸送材料であることが好ましい。
【化８】

　式中、ｎ４、ｎ５は１～４の整数を表し、Ａｒ４～Ａｒ９としては、水素原子；メチル
基、エチル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基等の炭素数１～４のアルキル基；フェニル
基、トリル基、キシリル基、メシチル基、ｔ－ブチルフェニル基、ビフェニル基等のアリ
ール基等が挙げられる。また、Ａｒ４～Ａｒ９が置換しているベンゼン環と縮合して形成
する芳香環としては、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレン環等が挙げられる
。
【００３７】
　また、前記第一ホスト化合物が、前記一般式（１）に示すようなトリフェニルアミン骨
格を有する正孔輸送材料のうち、下記一般式（１）－（ｂ）で表せるようなトリフェニル
アミンが連結基Ｘを介して２個連結した構造を有する正孔輸送材料であることが好ましい
。

【化９】

　式中、ｎ６、ｎ７は１～４の整数を表し、Ａｒ１０～Ａｒ１５としては、水素原子；メ
チル基、エチル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基等の炭素数１～４のアルキル基；フェ
ニル基、トリル基、キシリル基、メシチル基、ｔ－ブチルフェニル基、ビフェニル基等の
アリール基等が挙げられる。また、Ａｒ１０～Ａｒ１５が置換しているベンゼン環と縮合
して形成する芳香環としては、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレン環等が挙
げられる。また、２価の原子又は原子団のＸとしては、酸素原子；メチレン基、エチレン
基、１，１－シクロヘキシレン基、１，２－シクロヘキシレン基、１，３－シクロヘキシ
レン基、フェニレン基等の直鎖、分岐又は環状のアルキレン基、もしくはアリーレン基等
が挙げられる。
【００３８】
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　また、前記第一ホスト化合物が、前記一般式（１）に示すようなトリフェニルアミン骨
格を有する正孔輸送材料のうち、下記一般式（１）－（ｃ）で表せるようなトリフェニル
アミンが連結基Ｙを介して３個連結した構造を有する正孔輸送材料であることが好ましい
。
【化１０】

　式中、Ａｒ１６～Ａｒ２４としては、水素原子；メチル基、エチル基、イソプロピル基
、ｔ－ブチル基等の炭素数１～４のアルキル基；フェニル基、トリル基、キシリル基、メ
シチル基、ｔ－ブチルフェニル基、ビフェニル基等のアリール基等が挙げられる。また、
Ａｒ１６～Ａｒ２４が置換しているベンゼン環と縮合して形成する芳香環としては、ナフ
タレン環、アントラセン環、フェナントレン環等が挙げられる。また、３価の原子又は原
子団のＹとしては、窒素原子、リン原子、ホウ素原子；メチリジン基、ベンジリジン基、
シクロヘキサントリイル基、ベンゼントリイル基等のアルカントリイル基又はアレーント
リイル基等が挙げられる。
【００３９】
　また、前記第一ホスト化合物が、前記一般式（１）に示すようなトリフェニルアミン骨
格を有する正孔輸送材料のうち、下記一般式（１）－（ｄ）で表せるようなトリフェニル
アミンにカルバゾール基が３個連結している構造を有する正孔輸送材料であることがより
好ましい。
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【化１１】

 式中、Ａｒ２５～Ａｒ３３としては、水素原子；メチル基、エチル基、イソプロピル基
、ｔ－ブチル基等の炭素数１～４のアルキル基；フェニル基、トリル基、キシリル基、メ
シチル基、ｔ－ブチルフェニル基、ビフェニル基等のアリール基等が挙げられる。また、
Ａｒ２５～Ａｒ３３が置換しているベンゼン環と縮合して形成する芳香環としては、ナフ
タレン環、アントラセン環、フェナントレン環等が挙げられる。
【００４０】
　さらに、次に、本発明の実施形態において用いる前記第一ホスト化合物の具体例を示す
が、本発明はこれらに限定されるものではない。
　なお、ここで、式（１－１）～式（１－３７）は、一般式（１）に対応する。特に、式
（１－５）～式（１－１９）は、一般式（１）－（ａ）に対応し、式（１－２０）～式（
１－２５）は、一般式（１）－（ｂ）に対応し、式（１－２６）～式（１－３４）は、一
般式（１）－（ｃ）に対応し、式（１－３５）～式（１－３７）は、一般式（１）－（ｄ
）に対応するものである。
【００４１】
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【００４２】
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【００４３】
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【化１４】

【００４４】
（第二ホスト化合物）
　前記第二ホスト化合物は、発光層４０の主成分となる燐光性の金属錯体であり、発光層
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に次いで高い材料である。
　前記第二ホスト化合物としては、下記一般式（２）で示されるイリジウム錯体を有する
ものが好ましい。
【００４５】
【化１５】

　式中、Ｒ１～Ｒ７としては、水素原子；メチル基、エチル基、イソプロピル基、ブチル
基、ｔ－ブチル基、ヘキシル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデ
シル基、トリデシル基、テトラデシル基、シクロヘキシル基等の、直鎖、分岐又は環状の
炭素数１～１６のアルキル基；フェニル基、トリル基、キシリル基、メシチル基、ｔ－ブ
チルフェニル基、ビフェニル基等のアリール基；フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ
素原子等のハロゲン原子等が挙げられる。
【００４６】
　さらに、次に、本発明の実施形態において用いる第二ホスト化合物の具体例を示すが、
本発明はこれらに限定されるものではない。
【００４７】
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【化１６】

【００４８】
（ゲスト化合物）
　前記ゲスト化合物は、発光層４０の副成分となる燐光性有機材料であり、前記発光層４
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リジウムまたは白金などのような遷移金属を有する金属錯体が好ましい。
【００４９】
　次に、本発明の実施形態において用いる前記ゲスト化合物の具体例を示すが、本発明は
これらに限定されるものではない。
【００５０】
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【化１７】

【００５１】
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【化１８】

【００５２】
　発光層は、まず、発光層溶液を調整した後、スピンコート法、もしくはインクジェット
法などのウエットプロセスにより、前記発光層溶液を前記正孔注入層の上に塗布、乾燥さ
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せて形成する。
【００５３】
　より具体的には、たとえば、スピンコーターの所定の位置に、正孔注入層３０を形成し
た基板１０をセットし、前記発光層溶液を滴下した後、所定の速度で回転させて塗布する
。回転を止め、前記スピンコーターから取り出した前記基板１０を、７０℃としたチャン
バーに導入し、１時間保持する。この乾燥工程により、前記有機溶媒を除去し、所定の膜
厚の発光層４０を形成する。
【００５４】
　発光層溶液の調整は、以下のように行う。前記第一ホスト化合物と、前記第二ホスト化
合物と所定量測り取る。前記第一ホスト化合物と前記第二ホスト化合物の総量をホスト化
合物の総量とする。次に、前記ゲスト化合物を所定量測り取り、ホスト化合物に加える。
最後に、所定量の溶媒を入れて溶解させ、発光層用溶液を調整する。発光層中における前
記ホスト化合物に対するゲスト化合物の割合は、前記ホスト化合物の総量に対するゲスト
化合物の量の割合となる。
【００５５】
　発光層中における前記ホスト化合物と前記ゲスト化合物との質量比（ゲスト化合物／ホ
スト化合物）は、０．１／９９．９～５０／５０であることが好ましい。
【００５６】
　前記質量比（ゲスト化合物／ホスト化合物）が０．１／９９．９より小さい場合は、ゲ
スト化合物の数が十分でないので、電子と正孔が再結合して励起エネルギーが多く生成さ
れたとしても、すべての励起子がゲスト化合物にエネルギー移動することができなくなり
、発光効率を向上させることができなくなる。
　また、前記質量比（ゲスト化合物／ホスト化合物）が５０／５０より大きい場合は、電
子と正孔とを再結合させて生成した励起エネルギーを、ゲスト化合物にエネルギー移動さ
せ、ゲスト化合物を三重項状態に励起しても、濃度消光の効果により、発光せずにエネル
ギー失活させてしまうので、好ましくない。
【００５７】
　前記発光層中における前記第一ホスト化合物と前記第二ホスト化合物との質量比（第一
ホスト化合物／第二ホスト化合物）が、１０／９０～９０／１０であることが好ましい。
３０質量比以上７０質量比未満であることがより好ましい。
【００５８】
　前記質量比（第一ホスト化合物／第二ホスト化合物）が１０／９０より小さい場合は、
正孔輸送材料の比率の低下により分子間距離が大きくなりすぎて、発光層全体の正孔輸送
性が低下し、発光効率を向上させることができなくなる。また、前記質量比（第一ホスト
化合物／第二ホスト化合物）が、９０／１０より大きい場合は、第二ホスト材料の比率の
低下により、第一ホストから第二ホストへのエネルギー移動が効率的に起こらなくなるた
め、好ましくない。
【００５９】
（正孔阻止層）
　次に、発光層４０を形成した前記基板１０を、真空蒸着器のチャンバー内の所定の位置
にセットし、前記チャンバー内を減圧状態とする。所定の減圧状態となった後、正孔阻止
層５０の材料を入れた坩堝を加熱し、蒸着することにより、前記発光層４０の上に正孔阻
止層５０を形成する。
【００６０】
　前記正孔阻止層５０としては、発光層４０内部をホッピング移動してきた正孔を阻止す
ることができる有機薄膜が好ましい。たとえば、発光層４０の基底状態のエネルギー準位
と、正孔阻止層５０の基底状態のエネルギー準位とを比較して、正孔阻止層５０の基底状
態のエネルギー準位が発光層４０の基底状態のエネルギー準位よりも高く、かつそのエネ
ルギーギャップが大きい材料であれば、正孔阻止層５０として使用することができる。こ
のエネルギーギャップのために、移動してきた正孔が正孔阻止層５０の中への浸入を防ぐ
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ことができるためである。正孔阻止層５０の中への浸入を阻止された正孔は、発光層４０
内部に滞留し、励起子の生成に寄与する。
【００６１】
　前記正孔阻止層５０として用いることができる有機材料は、前記条件を満足する一般的
な電子輸送材を用いることができる。たとえば、２，２’，２”－（１，３，５－ベンゼ
ントリイル）－トリス［１－フェニル－１Ｈ－ベンズイミダゾール］（以下、ＴＰＢＩ）
などを用いることができる。
【００６２】
　前記正孔阻止層５０の膜厚は、１ｎｍ～５μｍとすることが好ましく、１０ｎｍ～１μ
ｍがより好ましく、２０ｎｍ～２００ｎｍがさらに好ましい。
　前記正孔阻止層５０の膜厚が１ｎｍ未満の場合には、前記正孔阻止層５０は、アイラン
ド構造となり、層としての形を成さないので、有機ＥＬ素子として機能させることができ
なくなる。逆に、前記正孔阻止層５０の膜厚が５μｍ超の場合には、膜厚が厚いので、発
光に必要な電圧が高くなりすぎ、発光効率が低下する。さらに、短絡し、素子破壊を生ず
る場合がある。
【００６３】
（電子輸送層）
　次に、正孔阻止層５０を形成した前記基板１０の、真空装置のチャンバー内の位置はそ
のままの状態にして、減圧条件下のもと、引き続き電子輸送層６０の材料を入れた坩堝を
加熱、蒸着することにより、前記正孔阻止層５０の上に、電子輸送層６０を形成する。
【００６４】
　前記電子輸送層６０は、電子輸送能が高い有機材料であり、電界を印加しても破壊され
ること無く、薄膜として安定に存在することのできる材料が好ましい。前記正孔阻止層４
０としても用いることができる有機材料を、適宜選択して用いることができる。
　たとえば、前記電子輸送層６０の材料として、トリス－（８－ヒドロキシキノリン）－
アルミニウム（以下、Ａｌｑ３）を挙げることができる。
【００６５】
　前記電子輸送層６０の膜厚は、１ｎｍ～５μｍとすることが好ましく、１０ｎｍ～１μ
ｍがより好ましく、２０ｎｍ～２００ｎｍがさらに好ましい。
　前記電子輸送層６０の膜厚が１ｎｍ未満の場合には、前記電子輸送層６０は、アイラン
ド構造となり、層としての形を成さないので、有機ＥＬ素子として機能させることができ
なくなる。逆に、前記電子輸送層６０の膜厚が５μｍ超の場合には、膜厚が厚いので、発
光に必要な電圧が高くなりすぎ、発光効率が低下する。さらに、短絡し、素子破壊を生ず
る場合がある。
【００６６】
（陰極）
　前記陰極７０は、仕事関数の低い金属を用いることが好ましい。前記仕事関数は、少な
くとも４．５ｅＶ以下であることが好ましい。仕事関数の低い金属を用いることにより、
陰極７０と電子輸送層６０との間の電子注入障壁を低くすることができ、陰極７０から電
子輸送層６０へ電子を注入させやすくすることができるためである。仕事関数の低い金属
としては、たとえば、Ｌｉ、Ｃｓなどのアルカリ金属、Ｃａ、Ｂａ、Ｍｇなどのアルカリ
土類金属を例示することができる。
【００６７】
　しかしながら、前記仕事関数の低い金属は、空気中の酸素や水分などと反応しやすいの
で、ＭｇＡｇなどの合金、あるいはＬｉＦ、ＬｉＯ２、ＣｓＦなどの前記金属を含む化合
物などとして形成することが好ましい。あるいは、前記アルカリ金属、アルカリ土類金属
の上に、ＡｌもしくはＡｕなどの仕事関数の高い金属を積層して形成することが望ましい
。
【００６８】
（ガラス封止管）
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　前記ガラス封止管８０を、ＵＶ硬化樹脂９０を用いて、基板１０に接着することにより
、有機ＥＬ素子のデバイス部分は、外界から遮断され、空気、水分等からの影響が少なく
することができ、有機ＥＬ素子としての耐久性、素子寿命を大きく改善することができる
。
　なお、ガラス封止を行う際、ガラス封止管８０内部の空気を窒素ガスで置換し、さらに
ガラス封止管８０内部に乾燥剤を導入することにより、前記効果を強めることができる。
【００６９】
　本発明の実施形態では、正孔注入層３０から電子輸送層６０までの各層を構成する有機
薄膜層１００の形成に、真空蒸着法によるドライプロセスとスピンコート法によるウエッ
トプロセスを用いて製造したが、前記有機薄膜層１００の全層を単一のプロセスを用いて
形成することもできる。
　前記ウエットプロセスによる有機薄膜層１００の形成方法としては、スピンコート法以
外に、インクジェット法、印刷法などを用いることができる。
　大画面、高精細のディスプレイを有機ＥＬ素子により形成する場合には、特性面、製造
面から、前記ウエットプロセスを用いて、有機薄膜層１００を形成することが好ましい。
【００７０】
　前記発光層４０には、さらに別の前記有機材料を添加することも可能であり、添加する
ことができる有機材料の数に制限はない。
　以下、本発明の実施形態の効果について説明する。
【００７１】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、発光層を構成する３成分以上の材料が、正孔
輸送材料からなる第一ホスト化合物と、燐光性の金属錯体からなる第二ホスト化合物と、
燐光性の発光材料からなるゲスト化合物とから構成されているので、電子、正孔および電
子および正孔の再結合により生成される励起子を発光層内に蓄積することができる。また
、生じた励起子をゲスト化合物の三重項エネルギー準位に保持させることができる。その
結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７２】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、第一ホスト化合物の三重項エネルギー準位が
ゲスト化合物の三重項エネルギー準位よりも高く、かつ第二ホスト化合物の三重項エネル
ギー準位がゲスト化合物の三重項エネルギー準位よりも高いので、励起エネルギーをホス
ト化合物からゲスト化合物へ効率的に遷移させることができる。その結果、有機ＥＬ素子
の発光効率を向上させることができる。
【００７３】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、第一ホスト化合物の三重項エネルギー準位が
、第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位と同じあるいは第二ホスト化合物の三重項エ
ネルギー準位よりも高いので、励起エネルギーを第一ホスト化合物の三重項エネルギー準
位から第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位へ効率的に遷移させることができる。そ
の結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７４】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、第一ホスト化合物が、正孔輸送能に優れたト
リフェニルアミン骨格を有するので、発光層内に多くの正孔を蓄積することができる。そ
の結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７５】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、第二ホスト化合物が、励起子を三重項エネル
ギー準位に安定的に保持することができるイリジウム錯体であるので、発光層内の第二ホ
スト化合物の三重項エネルギー準位に励起子を蓄積することができる。その結果、有機Ｅ
Ｌ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７６】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、前記ゲスト化合物が、励起子を三重項エネル
ギー準位に安定的に保持することができる、白金あるいはイリジウム原子を有する燐光性
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の発光材料であるので、発光層内のゲスト化合物の三重項エネルギー準位に励起子を蓄積
することができる。その結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７７】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、発光層中におけるゲスト化合物の割合が、０
．０１質量％～５０質量％であるので、濃度消光させることなく、安定的に、ゲスト化合
物の三重項エネルギー準位から燐光発光させることができ、有機ＥＬ素子の発光効率を向
上させることができる。
【００７８】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、第一ホスト化合物と第二ホスト化合物との質
量比が、１０／９０～９０／１０の範囲にあるので、第一ホスト化合物で生成した励起子
を第二ホスト化合物の三重項エネルギー準位に遷移し、安定的に保持させることができる
。その結果、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
【００７９】
　本発明の実施形態である有機ＥＬ素子は、発光層などの有機薄膜層をウエットプロセス
により成膜することができるので、大型の有機ＥＬディスプレイの製造においても、ドラ
イプロセスで必要となる大型の真空チャンバーなどを必要とせず、その製造を簡易にする
ことができる。
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明する。しかし、本発明はこれらの実施例
にのみ限定されるものではない。
【実施例】
【００８０】
（実施例１）
（素子作成）
　まず、ガラス基板上にＩＴＯからなる陽極を形成した。
【００８１】
（正孔注入層形成）
　次に、前記陽極上に、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳを含む正孔注入層用溶液をスピンコート法に
より膜厚３５ｎｍの正孔注入層を成膜し、１８０℃にて乾燥した。
　なお、ＰＥＤＯＴはポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）を示し、ＰＳＳはポ
リスルホスチレンを示す(以下、同じ)。
【００８２】
（発光層形成）
　まず、第一ホスト化合物として正孔輸送材料であり、式（１－１１）に示す化合物であ
る４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－フェニル－アミノ］－ビフェニル（以下、α
－ＮＰＤ）を５０質量部、第二ホスト化合物として式（２－７）に示す化合物である（ビ
ス(２－フェニルピリジナト－Ｎ，Ｃ２’)イリジウム（ＩＩＩ）２，４－トリデカンジオ
ナート）を５０質量部、ゲスト化合物として式（３－１４）に示す化合物であるトリス（
１－フェニルイソキノリノラト－Ｃ２，Ｎ）イリジウム（ＩＩＩ）を３質量部測り取り、
１、２－ジクロロエタン溶液に溶解させ、発光層用溶液を調整した。
　次に、前記正孔注入層の上に、スピンコート法により前記発光層溶液を塗布し、発光層
を成膜し、７０℃、１時間の条件で乾燥した。膜厚５０ｎｍの前記３成分からなる発光層
を形成した。
【００８３】
（正孔阻止層形成）
　次に、前記発光層の上に、膜厚１０ｎｍのＴＰＢＩからなる正孔阻止層を、真空蒸着法
により形成した。
【００８４】
（電子輸送層形成）
　さらに、前記正孔阻止層の上に、膜厚３０ｎｍのＡｌｑ３からなる電子輸送層を、真空
蒸着法により形成した。
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【００８５】
　最後に、前記電子輸送層上に、真空蒸着法を用いて、膜厚０．５ｎｍのフッ化リチウム
膜層、膜厚１００ｎｍのアルミニウムからなる陰極７を、真空蒸着法により連続して蒸着
した。
　陰極の成膜後、窒素ガスで満たされたグローブボックス内に前記有機ＥＬ素子を移し、
封止用ガラスに紫外線硬化樹脂を用いて前記素子に接着し、封止を行った。
【００８６】
　得られた素子の発光特性の測定を行った。
　前記有機ＥＬ素子のＩＴＯ陽極側に正、アルミニウム陰極側に負となる電圧を印加して
、電流、輝度、発光スペクトル特性を測定した。
【００８７】
　電圧印加時に、発光ピークが６１７ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルか
ら、ゲスト化合物からの発光であることを確認した。５２０ｎｍ付近に第二ホスト化合物
からの微弱な発光成分も観測できた。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（
０．６４、０．３５）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は５．
８％であり、電力効率は４．１１ｌｍ／Ｗであった。
　実施例１の実験条件および実験結果について、表１、２に示す。
【００８８】
【表１】

【００８９】
　なお、表２に示すように、α－ＮＰＤ、式（２－７）に示す化合物および式（３－１４
）に示す化合物の三重項エネルギー準位はそれぞれ、２．３ｅＶ、２．３ｅＶ、および　
　　　　１．９ｅＶであった。
　なお、比較例４においては、第一ホストよりも三重項エネルギーの高い材料としてイリ
ジウム（ＩＩＩ）ビス［(４，６－ジフルオロフェニル）ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’］ピコ
リネート(以下、ＦＩｒｐｉｃとする)を用いた。
　また、比較例５において、赤色発光ゲスト材料である式（３－１４）に示す化合物より
も三重項エネルギーの低い適当な第二ホストが無いため、ゲスト材料として、より三重項
エネルギーの高い青色発光ゲスト材料であるＦＩｒｐｉｃを用い、ゲストよりも三重項エ
ネルギーの低い第二ホストとして式（２－７）に示す化合物を用いた。
【００９０】
【表２】

【００９１】
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（比較例１）
　第二ホスト化合物を用いず、第一ホスト化合物の割合を１００質量部とし、実施例１と
同じゲスト化合物を３質量部とし、これらを１、２－ジクロロエタン溶液に溶解させ、発
光層用溶液を調整して、発光層を形成したこと以外は、実施例１と同様にして、有機ＥＬ
素子を作製した。　
【００９２】
　発光ピークが６１６ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルから、ゲスト化合
物からの発光であることを確認した。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（
０．６６、０．３３）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は３．
７％であり、電力効率は２．７ｌｍ／Ｗであった。
　比較例１の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【００９３】
（実施例２）
　第一ホスト化合物として、α－ＮＰＤの代わりに式（１－２１）に示す化合物である１
，１’－ビス（ジ－４－トルイルアミノフェニル）シクロヘキサン（以下、ＴＡＰＣ）を
用いたほかは実施例１と同様にして、有機ＥＬ素子を作製した。
【００９４】
　発光ピークが６１８ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルから、ゲスト化合
物からの発光であることを確認した。５２０ｎｍ付近に第二ホスト化合物からの微弱な発
光成分も観測できた。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（０．６１、０．
３８）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は４．９％であり、電
力効率は２．８ｌｍ／Ｗであった。
　実施例２の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【００９５】
（比較例２）
　第二ホスト化合物を用いず、第一ホスト化合物の割合を１００質量部とし、実施例１と
同じゲスト化合物を３質量部とし、これらを１、２－ジクロロエタン溶液に溶解させ、発
光層用溶液を調整して、発光層を形成したこと以外は、実施例２と同様にして、有機ＥＬ
素子を作製した。　
【００９６】
　発光ピークが６１９ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルから、ゲスト化合
物からの発光であることを確認した。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（
０．６４、０．３３）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は２．
１％であり、電力効率は０．９ｌｍ／Ｗであった。
　比較例２の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【００９７】
（実施例３）
　第一ホスト化合物として、α－ＴＰＤの代わりに式（１－３５）に示す化合物である４
，４’，４”－トリ（Ｎ－カルバゾリル）トリフェニルアミン（以下、ＴＣＴＡ）を用い
たほかは実施例１と同様にして、有機ＥＬ素子を作製した。
【００９８】
　発光ピークが６２４ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルから、ゲスト化合
物からの発光であることを確認した。５２０ｎｍ付近に第二ホスト化合物からの微弱な発
光成分も観測できた。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（０．６３、０．
３６）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は４．８％であり、電
力効率は２．５ｌｍ／Ｗであった。
【００９９】
（比較例３）
　第二ホスト化合物を用いず、第一ホスト化合物の割合を１００質量部とし、実施例１と
同じゲスト化合物を３質量部とし、これらを１、２－ジクロロエタン溶液に溶解させ、発
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光層用溶液を調整して、発光層を形成したこと以外は、実施例３と同様にして、有機ＥＬ
素子を作製した。　
【０１００】
　発光層をスピンコート法により成膜した際、発光層が直ちに結晶化し、均質な膜が得ら
れず、有機ＥＬ素子を作製することができなかった。
　比較例３の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【０１０１】
（比較例４）
　第二ホスト化合物として、式（２－７）で表される化合物の代わりに、α－ＮＰＤより
も大きな三重項エネルギーを有する燐光材料であるＦＩｒｐｉｃを用いたほかは実施例１
と同様にして、有機ＥＬ素子を作製した。
【０１０２】
　発光ピークが６２２ｎｍとなる赤色発光が得られた。発光スペクトルから、ゲスト化合
物からの発光であることを確認した。輝度１００ｃｄ／ｍ２におけるＣＩＥ色度座標は（
０．６８，０．３２）であった。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量子効率は３．
４％であり、電力効率は１．３ｌｍ／Ｗであった。
　比較例４の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【０１０３】
（比較例５）
　ゲスト化合物として、ＦＩｒｐｉｃを用いたほかは実施例１と同様にして、有機ＥＬ素
子を作製した。
【０１０４】
　ゲスト化合物の三重項エネルギーが、第一ホスト化合物および第二ホスト化合物の三重
項エネルギーよりも大きいため、ゲスト化合物に三重項エネルギーを移動させることがで
きなくなり、ゲスト化合物からの赤色発光ではなく、第二ホスト化合物に由来する発光ピ
ークが５２４ｎｍとなる緑色発光が得られた。輝度１００ｃｄ／ｍ２における外部発光量
子効率は１．８％であり、電力効率は３．５ｌｍ／Ｗであった。電力効率が他の素子に比
較して高く見えるが、発光色が、より視感度の高い緑色であるためである。
　比較例５の実験条件および実験結果について、表１、２に合わせて示す。
【産業上の利用可能性】
【０１０５】
　本発明は、高効率な燐光を発する有機ＥＬ素子に関するものであり、表示素子、ディス
プレイ、バックライト、電子写真、照明光源、露光光源、標識、看板、インテリアの分野
に好適に使用できる発光素子、照明機器、ディスプレイ産業において利用可能性がある。
【図面の簡単な説明】
【０１０６】
【図１】本発明の実施形態である有機ＥＬ素子の一例を説明する断面模式図である。
【符号の説明】
【０１０７】
１０…基板、２０…陽極、３０…正孔注入層、４０…発光層、５０…正孔阻止層、６０…
電子輸送層、７０…陰極、８０…ガラス封止管、９０…紫外線硬化樹脂、１００…有機薄
膜層。



(30) JP 2008-288344 A 2008.11.27

【図１】



(31) JP 2008-288344 A 2008.11.27

フロントページの続き

(72)発明者  松嶋　義正
            神奈川県平塚市西八幡一丁目４番１１号　高砂香料工業株式会社内
Ｆターム(参考) 3K107 AA01  BB01  BB02  BB03  BB04  BB06  CC04  CC21  CC45  DD53 
　　　　 　　        DD59  DD64  DD67  DD68  DD69  FF14  FF20  GG06 
　　　　 　　  4C204 BB05  BB09  CB25  DB40  EB01  FB16  GB01 
　　　　 　　  4H050 AA03  AB92  WB11  WB13  WB21 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

